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（別表） 【申請書類一覧（４～９月分）】 

申請に必要な項目・書類 

① 京都府酒類販売事業者支援金申請書（様式１） 

（申請者の情報、府支援金の振込口座に関する情報、売上額に関する情報など） 

② 誓約書（様式２） 

③ 取引先等の情報（様式３） 

酒類を製造・販売した飲食店等（※１）の情報（※２）を入力してください。 

※１令和３年４月以降、緊急事態措置区域又はまん延防止等重点措置区域において、酒類の提供

停止を伴う休業要請等に応じた飲食店との直接・間接の取引による影響を受けている飲食店 

※２下記ⅰ又はⅱのとおり、支給対象月分を入力すること 

ⅰ 飲食店と酒類の直接取引がある場合は、飲食店に関する情報（a法人または個人事業者名、

b 販売場または飲食店名、c販売場または飲食店の所在地、d代表者、e電話番号を入力）

を入力 

  ⅱ 飲食店との酒類の取引が間接的である場合は、卸業者（小売業者）及び飲食店に関する情

報（上記ⅰに同じ）を入力 

（注）上記飲食店等と取引していたことがわかる書類（納品書、領収書等）については、後日、

調査させていただく場合がありますので、７年間大切に保存しておいてください。 

④ 履歴事項全部証明書の写し又は本人確認書類の写し 

【中小法人等のみ】 提出時から３箇月以内に発行された履歴事項全部証明書 

【個人事業者等のみ】運転免許証、住民票＋パスポート又は保険証等（いずれか一つ） 

※ 有効期限内のものに限ります。また、運転免許証など裏面に住所変更等の記載がある場合

は、裏面の写しも提出してください。 

⑤ 国の月次支援金の給付決定通知書の写し  

※ 宛先（住所、氏名等）、振込のお知らせ（給付金額等）などの情報が記載されている面を全

て提出してください。 

※ 「⑤国の月次支援金の給付決定通知書の写し」について、募集要項「Ⅴ 申請手続等 １申

請期間」で定める期間内に、国から月次支援金の給付決定がなされていない等の理由で、

提出が難しい場合は、それ以外の申請書類と「⑤国の月次支援金の給付決定通知書の写し」

の代替書類として、「国の月次支援金のマイページ（登録情報（申請ＩＤ、電話番号等）が

記載されているもの）」の写しを期間内に提出願います。（「⑤国の月次支援金の給付決定通

知書の写し」以外の書類について審査いたします。） 

また、国からの給付決定通知書が到着次第、速やかに、「⑤国の月次支援金の給付決定通知

書の写し」を提出願います。「⑤国の月次支援金の給付決定通知書の写し」の受付をもって、

改めて審査いたしますのでご承知おきください。（上記「Ⅴ 申請手続等 １申請期間」以

降については、ＷＥＢ申請ができませんので、上記「Ⅴ 申請手続等 ２申請方法（２）「郵

送による申請」に準じて、「⑤国の月次支援金の給付決定通知書の写し」を郵送してくださ

い。） 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 酒類製造又は酒類販売業の免許 

  ※酒類販売業の免許を、複数の販売場で取得している場合は、令和３年４月以降、緊急事態措

置区域又はまん延防止等重点措置区域において、酒類の提供停止を伴う休業要請等に応じた飲

食店と直接又は間接の取引を反復継続して行っている販売場の免許通知書を提出してくださ

い。 

  ※紛失等により提供できない場合は、所轄税務署が発行する証明書を提出してください。 

   https://www.nta.go.jp/taxes/sake/qa/03c/14.htm 

※「酒類販売管理者標識」ではありませんので、お間違えのないようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 口座番号と口座名義（カタカナ）が確認できる資料の写し 

（通帳の表紙裏など） 

⑧ 令和２年（2020年）又は令和元年（2019年）の基準月を含む事業年度の確定申告書類の写し 

【中小法人等】 

・確定申告書別表一の写し 

・法人事業概況説明書の写し 

【個人事業主等】 

・確定申告書第一表の写し 

証明書【酒類免許】 【酒類販売業免許通知書】 
【管理者標識（不可）】 

https://www.nta.go.jp/taxes/sake/qa/03c/14.htm
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・個人事業の開業・廃業等届出書の写し 

・所得税青色申告決算書の写し（青色申告者のみ） 

 

※ 税務署受付印や、電子申告受信通知など申告の証明ができるものに限ります。 

※ 設立後決算期や申告時期を迎えていない場合は、個人事業主の開業・廃業等届出書（写し）

又は法人設立届出書（写し）を提出してください。 

⑨ 対象月の売上げが分かるもの（売上台帳等の写し等） 

※ 令和３年の対象月（４月、５月、６月、７月、８月、９月）に係る事業者の全ての売上が分

かる売上台帳等の写しを提出してください。売上台帳等には、年月や売上額の合計額とそ

の内訳を明確に記載してください。 

なお、必要に応じて、令和元年の基準月（４月、５月、６月、７月、８月、９月）又は令和

２年の基準月（４月、５月、６月、７月、８月、９月）に係る事業者の全ての売上が分かる

売上台帳等の写しの提出を求める場合があります。 

 

※ 売上台帳等の作成に用いたレジの日計表、会計伝票などの根拠書類は、後日、調査させて

いただく場合がありますので、７年間大切に保存しておいてください。 


